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Ⅰ.福島から未来を発信

Ⅳ. エネルギーを安全・安⼼に利⽤できるようインフラを充実
(３)「原⼦⼒災害からの福島復興の加速に向けて（平成25年12⽉閣議決定、平成27年６⽉改訂）」の着実

な実施、原⼦⼒の社会的信頼の確保、原⼦⼒⽴地地域への⽀援 【1,802←1,784】

①「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」を着実に実施

【原子力損害賠償･廃炉等支援機構交付金（中間貯蔵施設関連）】 【350←350】

② 原子力の社会的信頼確保に向けた、原子力のさらなる安全性の向上 【163←159】

③ 電源立地地域対策交付金等、原子力立地地域への支援を実施 【1,289←1,275】

(ⅰ)省エネルギー （ⅱ）新エネルギー

Ⅱ.エネルギー⾰新戦略の実⾏ 【3,396（補100）←3,153】

エネルギー・環境関連研究開発

Ⅲ. ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨの強化

平成29年度 資源・エネルギー関係概算要求のポイント

 東⽇本⼤震災から６年⽬を迎え、「予算」と「制度」の双⽅を最⼤限活⽤し、引き続き福島復興の加速、エネルギー政策の再構築に向け、エネルギー⾰新戦略の実
⾏、エネルギーセキュリティの強化、電⼒システム改⾰の貫徹に取り組む

 東⽇本⼤震災から６年⽬を迎え、「予算」と「制度」の双⽅を最⼤限活⽤し、引き続き福島復興の加速、エネルギー政策の再構築に向け、エネルギー⾰新戦略の実
⾏、エネルギーセキュリティの強化、電⼒システム改⾰の貫徹に取り組む

資源・エネルギー政策の基本的⽅向性

【1,540←1,336】

【1,912 (補1,628)←1,487】

Ⅴ. エネルギー産業の国際展開 【1,496←1,015】

【3,738 （補190） ←3,630】

（１）廃炉・汚染⽔対策の安全かつ着実な実施
①燃料デブリの性状把握等を支援
②燃料デブリの取り出し工法に関する技術開発の支援

（２）福島新エネ社会構想の実現【425】

① 風力発電等のための送電線の敷設を支援
② 再エネから水素の製造・貯蔵を実現するための

技術開発を実施

（その他）
「福島イノベーション・コースト構想」

の具体プロジェクトの推進

（３）未来を先取るプロジェクトの実施【48】

① 南相馬･浪江ﾃｽﾄﾌｨｰﾙﾄﾞでﾛﾎﾞｯﾄ･ﾄﾞﾛｰﾝの社会実証を実施
② 浜通りのダム、橋などにおけるIoTを活用したｲﾝﾌﾗ

維持管理のためのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術開発を実施

(1)産業、家庭･オフィス、運輸部⾨の省エネを加速
【1,450（補100）←978】

① 産業分野※、住宅・ビルにおける省エネ投資を促進
-工場、設備単位の省エネ設備の導入補助、ZEH、ZEB、省エネ型
リフォームの補助

※産業トップランナー制度の流通・サービス業への拡⼤を加速し、平成30年度までに全産業の7割
をカバーする

② 地域における省エネサポート体制を構築

③ 次世代自動車（EV､CDV等）の導入を支援 等

(2)省エネを加速するための研究開発を実施 【610←573】

① 提案公募型の省エネ技術の研究開発

② 現行の2～3倍の走行距離を実現する蓄電池技術開発、自動走行実証

③ サーバー間の電気配線を光配線に置換する技術開発
等

(1)再エネの普及、⽔素・燃料電池の導⼊を⽀援
① 福島沖で大型浮体式洋上風力の実証を実施

② 地熱発電の導入促進のための地表調査、掘削調査を支援

③ 木質バイオマス発電･熱利用設備の導入を支援

④ 水素を活用した燃料電池自動車・水素ステーションや家庭用燃料

電池（エネファーム）の導入を支援 等

【654←567】

(3)新エネを普及拡⼤するための研究開発を実施 【683←552】

① 風力･太陽光･ﾊﾞｲｵﾏｽ･地熱に係るコスト低減等に向けた技術開発

② 最小の出力変動で最大の再エネ受入れを可能とする系統運用の
実証試験

③ 水素のコスト低減や規制見直しに向けた研究開発 等

(2)FITの賦課⾦減免措置 【事項要求←483】
※改正FIT法を着実に実施

(1)資源権益の獲得、ﾒﾀﾊｲなどの国産資源開発を推進

① 石油、天然ガス、石炭の権益確保を推進
- JOGMECによるﾘｽｸﾏﾈｰ供給の抜本的な拡充･資源外交の推進※

※JOGMEC法改正による機能強化（企業買収・資本提携への⽀援等）

② 開発主体の新陳代謝の促進も見据えた国内資源開発の推進
（例：日本近海の石油･天然ガスやﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄﾞ） 【271（新規）】

③ 国内外における鉱物資源の確保を推進（例：日本近海の海底熱水
鉱床、海外のレアメタル） 【154←134】 等

(2)低炭素化を実現するための研究開発を実施 【292←230】

① 火力発電の高効率化に向けた技術開発
-発電効率を15％引き上げるための石炭ガス化燃料電池複合発電
（IGFC）、高効率ガスタービンの技術開発

② 二酸化炭素回収･貯留（CCS）技術の実用化に向けた技術開発
等

(1)エネルギー供給施設の災害・有事に対する危機対応⼒の強化、供給構造の改善
① 製油所･SS等の耐震化など災害対応能力を強化
② 石油コンビナートの再編による供給構造を改善
③ 石油･ＬＰガス等の備蓄体制を強化 等

(2)新たなエネルギーサプライチェーン構築を実現 【193←117】

① 海外産の褐炭から水素を供給する新たなエネルギーサプライチェーンを構築
② 地産地消型の効率的なエネルギーシステムを構築
③ 蓄電池･ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟを活用しエネルギーの最適制御を実現する仮想的な発電所を構築※

※「ネガワット取引市場」を平成29年までに創設 等

(2)我が国が誇る省エネ技術の展開などによる海外エネルギー市場を獲得 【267←163】

① 先端エネルギー技術の諸外国での実証･普及を促進
② 省エネ分野等での戦略的な国際標準化を推進
③ 二国間クレジット制度（JCM）を本格運用 等

【○○（補○○） ← ○○】（単位：億円）

２９概算要求 ２８当初予算２８補正予算案

【473（新規）（補161）】

※LNG価格低減のための取組として東京LNG市場の整備を⾏う

(1)【⼀部再掲】資源権益の獲得を推進【1,228←852】

① 石油･天然ガス、石炭の権益確保を推進
- JOGMECによるﾘｽｸﾏﾈｰ供給の抜本的な拡充･資源外交の推進 【1,074←718】

② 国外における鉱物資源の確保を推進 【154←134】 等

【2,060（補100）←1,551】 【1,336＋事項要求←1,602】

【1,620(補1,628)←1,257】

【1,743（補190）←1,729】

【1,074(補1,628)←718】

【平成29年度概算要求額：9,140億 ← 平成28年度予算額：8,384億】

【補161】
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これからの地域政策の方向（自治体経営から地域経営へ）
、

J

· O 景気回復の実感を全国津々浦々に眉けること
一
へ

〗
＼

～地域経済の更なる好循環へ（地域経済イノベ ー ションサイクルの強化）～

0自治体を核としたロ ー カルアベノミクスの推進（ロ ー カル10000プロジェクト）
0産•学•金 ・ 官地域ラウンドテ ー ブルの機能強化（全国で創業支援事業計画を策定）

/疇 , ， ' "'" • . ' " ' ..' " ... 

fo 若者にとって魅力ある元気で豊かな地方を割生すること
�,-...; 東京への一極集中に歯止めをかけ、人の流れを変える ～

0人手不足を背景に生産性の高い新規企業を次閃と立ち上げ、 所得（賃金） の向上を國る。

〇居住 ・ 就労•生活支援等のワンストップ窓口の構築等により、 Iタ ー ン ・ Jタ ー ン ・

Uタ ー ン等を支援。 （働き方、 生活の仕方のモデル例を具体的に示す）
〇恵まれた子育て環境や介護サ ー ビス供給能力を活かし、 様閃な年代層で移住を推進。

パ3 税収増に直結する地域の経済構造改革に着手（持続可能な地方行財政システム）
＼ ～公的年金収入や公共事業による仕事への依存を減らし、地域での内発的な経済活動を拡大する ～

0地場産業の発展とまちづくりを併せて推進し、 地域全体の経済性（所得）の向上を図る。
0公共施設のオ ープンリノベー ション等を推進し、 官民連携して中小企業の生産性向上を

支援。
1



地域経済好循珊推進プロジェクト
・

為替変動にも強い地域の経済構造改革と地方からのG·-o-�pの押し上げ

l最重要課題への対応

0 地方創生二に 「 しごと」をつくり、 「 しごと」が 「 ひと」を呼び、 「 ひと」が 「 しごと」を呼び込む好循環）

0 強い地域経済をつくる （税・保険料収入の基盤を充実）

地域経済の好循日笠さ〕（地域経済イノベ ー ションサイクルの全国展開）

� 

0自治体がエンジンとなり「しごと」をつくり地方からGDPを押し上げ (0.3�0.4%程麿を目途）

（ ） 
（参考）地域経済循環創造事業交付金 先行モデル(215事業）にみる効果推

ロ ーカル10,000プロジェクト [ GDP押し上げ効果：1事業あたり約1億円（フロ ーの直接効果のみ）
初期投資額（ストック）約0.7億円 ］ 

市町村の創業支援事業計画（現在1, 228団体）を関係省庁が集中支援し、より生産性の高い新事業を次々と立ち上げ
自治体と地域金融機関及び商工会議所・商工会等との緊密な連携 ［地域経済好循環拡大推進会議 (5 月 26 日）〕

（分散型エネルギ ーインフラプロジェクト） [!i4'. 言讐巴晶霊品関認言言芋は言贔買『］
自治体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び金融機関等、地域の総力を挙げてプロジェクトを推進し、
バイオマス、風力、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を次々と立ち上げ

（ 自治体インフラの民間開放 ） ［イニシャルコスト無しで、ビジネス拠点や生産性向上ツールとして提供］

公共施設オープン ・ リノベーション（新しく素敵な公共空間を起業に提供）
地域サービスイノベーションクラウド（自治体保有情報システムで中小企業の業務を支援） 2



．熾域経済好循珊推進プロジェクト
為替変動にも強い地域の経済構造改革と地方からのG-D"Pの押し上げ

課題 （地域経済イノベ ー ションサイクル〕

>地域内外の潜在的有効隔要
（新しい特産品、観光、地域エネルギー需要等）

>資源（農産物、木材、地場産品、
景観・自然等）

>融資資金（地域金融機関の資金461兆円）

>労働力（生産年齢人口の減少と人材流出）

>リスクマネー（不足）

（長期の期待及び企業家マインドの低下）

O 各地域の産業政策

産•学• 金・官地域ラウンドテ ー ブル

ローカル10 000プロジェクトの例
A市（人口8.7万人） A市内に本店を置く信用金庫

⑮⑳6事業立ち上げ ＜二］⑮⑳12事業立ち上げ
(A市及び近隣自治体と連携）

分散型エネルギーインフラプロジェクトの例
B市（人口18.0万人）

エネルギー産業の立ち上げ＜二］ 地元の2つの地方銀行

(12.7億円売上）
40億円程度の融資

ンデ一ガ展幸情流交．

 

住移ビヽナ住移国全．

 

]
］
］
 

•創業支援事業計画を関係省庁が連携支援

• 自治体インフラの民間開放

・地域の産業・雇用創造チャ ー ト等を

活用した産業政策構築支援

地域の総力を挙けて地域経済の好循環拡大に向けて敢組 3
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地域経済の好循躙拡大に向けた主な取親
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為替変動にも強い地域の経済構造改革の推進

産· 学•金・官ラウンドテーブル
竺域の総力を挙げて地域経済の好循環拡大に向けた取組を推進

［ロ ーーカル10,000プロジェクト］［•分散型エネルギーインフラプロジェクト］
創業支援事業計画（産業競争力強化法）に基づき、雇用
吸収力の大きい地域密着型企業を1万事業程度立ち上げ 電力の小売自由化で新たに開放される市場を地域経済の活

・地域経済循環創造事業交付金等
性化につなげるため、地域でエネルギー関連企業を立ち上げ

起業家誘致・
人材サイクル事業

大都市圏の
企業等のマネ
ジメント人材

地域の資源
と資金

定住自立圏

□ 

Iターン

丑生産性向上（賃金上昇） ～ 三高生産性企業への失業
/ L'� なき労働移動支擾事業

地域の

自治体インフラの民間開放 I
.. . . . 二

新規事業を
次々と立ち上げ

移
住•
交
流
情
報
ガ
ー

テ
ン

全
国
移
住
ナ
ヒ

公共施設オープン ・ リノペーション 地域サーヒスイノペーションクラウド（公共クラウド）
～公共施設の機能集約と民間開放によるプロフィットセンター化～ ～官民共通システムによる中小企業の生産性向上を支援- 4 
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エネルギ ーの地産地消による大きな地域経済好循爛の実硯

地域金融機関の

大きな融資隔要の割造
熱交換器、熱蛋計、建物内配管等 慰屯共給管等 ボイラー等 チップ工場等 林道整備～間伐材搬出等

関係省庁が
横串で集中支援 関係省庁タスクフォ ース

（総務省、 資源エネルギー庁、 林野庁＊

地域におけるプロジェクト推進
A�IMl'"Iき L心一�,l山 .l!!!P.�皿 ー 各省庁関連施策の情報提供等

V�CI 

なと.,-��,.. 丁 呻......,_,..:, 

J 1 I プロジェクト案の相談
①最適なサプライチェー ンの構築 ，(,

'

金融機関の融資可能額調整
,/

/""-寸-―」 全国各地で地域エネルギ ー事業化促進

_,---,,
/ プロジェクト適地 r プラットフォ ー ムの構築

での事業組成 ・地域の様々な主体が連携した事業化促進の仕組み
〔都道府県、市町村、地域金融機関、経済団体等〕

• 関係省庁の支援策等に係る情報共有

自治体主導の地域プロジェクトの推進の大きな効果

・地域経済好循覇の割出（地域金融機関の大きな融資需要の創造）
•林業やエネルギ ー 関連雇用の創出
• 住民への安定的な供給システム（為替変動の影響を受けにくい）

※国民負担の減少（送配電事業者の託送料への転嫁の減少）

・省エネ・新エネの導入促進
·CO2排出量の削減
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分散型エネルギ ー インフラプロシェクト 事業内容と主な支緩項目

[ 1. 主要エネルギー源と供給形態ー］

コジェネ型I
コジェネ型II

熱供給型 （熱供給•電気小亮（自家
（熱供給十FIT計画）

消費含））

⑯山形県、群馬県中之条町、

①木質バイオマス型
l長崎県対馬市 ⑳鹿児島県l,正ちき串本野市 ⑯北海道IT] 」町、兵庫県淡路可団
⑰山彪県最上町江国迎懇且斐璽！ ⑳冥―庫県神戸市、［熊本県南関胆 ⑰硝憑県前橋里、’囮山県津山市
鹿児

ー

島県酉之表田

②木質バイオマス
＋調整用天然ガス型

⑯青森県弘前克、鳥取県鳥取市 ⑰滋賀県湖南市；

⑧天然ガス ⑳北海道石狩市、栃木県、
＋調整用木質バイオマス型 静岡瞑富一士可可

⑰三重県南伊勢町（下水汚泥
④廃棄物系バイオマス型 ⑰秋田県大潟村（稲わら等） ⑰鹿児島県長墨堕（豚糞等） 等）

®地熱型
⑳岩手票穴幡平市
⑰態茎濃生国剪

⑥自噴ガス型 ⑰北海道豊富町

®天然ガス型
⑳大阪府四條畷市、鳥取県米子市
⑰沖縄県蒲添市

※注） は、平成28年度着手予定プロジェクト 6
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分散型エネルキ ー インフラプロジェクト 事業内容と主な支据項目

:戸環ェネルギ ー源と整備内容
バ

' -

燃料材
調達設備

①木質バイオマス型
⑯北海道下川町、山形県、群馬県中之条町、

巨一庫県淡路什氏長崎県対馬酉、
＇鹿児島県いちき串‘木

梱
野市．、

⑰山形県最上卸、鶉馬県前橋市、
山梨県甲斐痘、［兵厘県神戸屯、岡山県津山市‘、 ・路網整備費熊本県南関町、

i

鹿児島県西之表市
・ハーベスタ、

②木質バイオマス グラップル、

＋調整用天然ガス型 プロセッサ、
⑯育森県弘前市＇、鳥取県鳥取市 フォワ ーダ等

®滋賀県湖南市＼

⑧天然ガス
＋調整用木質バイオマス型

⑯北海道石狩市、栃木県、l静岡県富士市

④廃棄物系バイオマス型
⑰耽田県太潟村H三重県南使勢町、
鹿児島県長島町i

®⑯
地全手熱県型八幡采市、⑰熊本県!ll国町 ·掘削費等

⑥自噴ガス型 ’’’’ 
⑰北海道豊富町‘

®天然ガス型
⑯大阪府四條畷市、鳥取県米子市

⑰沖縄県浦添市

※注）
’
―

=---'は、平成28年度着手予定プロジェクト

燃料工場

・チッパー

•乾燥用ボイ
ラー等

•メタンガス
発酵プラント
等

.. 一"'

—· 

・一 ， 

エネルキ ー

供給プラント

・ボイラー

•コジェネ
・吸収式冷凍機等

・ボイラー

•コジェネ
·吸収式冷凍機等

エネルギ ー

利用設備
インフラ

•自営線

•熱交換器
・建物内配管

・熱導管 ・ポンプ
•熱量計

・ガス管
・受変電設備等

•自営線

・ガス管
•自営線

•自営線

ーヽ！――4‘

スマ ー ト
殴備

・エネルギー

マネジメント
システム
・蓄電池
·貯湯槽等

7 



8



 日本経済新聞 16.8.8 日本経済新聞 16.3.18 

日本経済新聞 16.3.30 


	1 参考資料・政府のエネルギー・環境戦略（5P.）_16.10.pdfから挿入したしおり
	3 参考資料　政府のエネルギー・環境戦略_16.10
	3 柏木資料（政府のエネルギー・環境戦略）16.9.26

	01_4H29概算


